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地方教育事務所の現状と今後の展望
一学校訪問における指導主事の役割を中心に一 
光 島 正 豪
( 京都府久御山町立久御山中学校) 
本稿の目的は、 地方教育事務所の役割について、 指導主事の学校訪間に焦点を当て現状を分析する と と もに、 今後の在り
方について展望することである。 学校訪間の現状については、 国立教育政策研究所の都道府県と市町村の調査結果から地方
教育事務所の現状の推察を試みるとともに、 一つの地方教育事務所の実態を取り上げ検討した。 その結果、 地方教育事務所
は、 特に学校訪問において都道府県教育委員会本課や市町村教育委員会以上の役割を担っているという状況が把握された。
そこで本稿では、 地方教育行政を取り巻く環境が大きく変化する中、 地方教育事務所が都道府県教育委員会本課と市町村
教育委員会の間にあって、 今後、 どのよう な役割が求められるかを検討した。 その結果、 地方教育事務所は学校訪間を通し
て、 ①管内の教育力向上への対応、 ②多様化する教育課題への対応、 ③地方分権化への対応の3 点に関する取組を推進する
ことが重要であると展望した。
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The Current Situation and Review of Branch Offices of Prefectural 
Boards of Education: Centering on the Role of Supervisor of School
Education in School Visit 
Seige M itsushima
(Kyoto Kumzyama J mor zg So co ) 
In the paper, I reviewed what the role of branch offices of prefectural boards of education should be in the future, analyzing 
their present si tuation centering on school visit by superv isor of school education. As for school visit, I inferred the present si tua- 
tion of branch offices of prefectural boards of education from the survey results of National Institute for Educational Policy 
Research, whi le examining a certain branch office of prefectural board of education. As a result, it is recognized that branch of- 
fices of prefectural boards of education play an important role in school visit.
With the circumstances surrounding regional educational administration changing, I examined that what role branch offices of 
Prefectural Boards of Education would be asked. As a result, I reviewed that branch off ices of Prefectural Boards of Education 
should promote a project on the basis of 1) coping with improving educational abilities 2) coping with diversifying educational 
subjects 3) coping with decentralization.
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し、 かつ、 学校における教育課程、 学習指導その他学校
教育に関する専門的事項について教養と経験がある者で
なければならない(地教行法第19条 3 項、 4 項) として











また、 教育センターは、 法定研修である初任者研修、10 
年経験者研修をはじめとした現職研修や学校との共同研























中で、 教育事務所の縮小、 廃止論もあり、 実際に廃止し
た県も見られる。
教育事務所の役割については、 堀内孜氏が教育事務所














こなかった滋賀、 奈良、 徳島の3 県から滋賀、 徳島につ
いて、 また、2010年前後から教育事務所を廃止した長崎、
三重、 山口の3 県から長崎について、 さらに、2005年 3 
月に教育事務所を廃止した後、2010年に支援事務所を創















れたという (小川2012)。 小規模教育員会では、 指導主

















育政策研究所が都道府県 ・ 指定都市、 教育センター、市
区町村教育委員会に対して実施した質問紙によるアンケー










いる都道府県教育委員会は16府県 (34.0%) 、 数年に1 
度訪問が11府県 (23.4%)、 その他 (事務所によって異







のみが4 府県 (8.5%)、 教育事務所のみが15府県 (31.9 
%) 、 教育センターのみが2 府県 (4.3%) 、 都道府県教
育委員会本課や教育事務所、 教育センターの指導主事が
合同で訪問している場合が最も多く18府県 (38.3%) 、
訪問せず9府県 (19.1%)、無回答2府県 (4.3%) となっ
ている。 また、 計画訪問の担当者は、 教育委員会本課の
指導主事が20府県 (42.6 % ) 、 教育事務所の指導主事が
30府県 (63.8%) 、 教育センターの指導主事が9 府県








毎年 1 回以上訪問するようにしているが24府県 (51.1 
%)、 要請があれば訪問するが17府県 (36.2%)、一部に
訪問が8府県 (17.0%)、訪問せず1府県 (2.1%)、 その
他 5 府県 (10.6%) となっている。 人口規模で比較する
と、 人口300万人超の場合、 毎年1 回以上訪間する教育
委員会が減り、 要請があれば訪問するか、 一部の研究指
定校を訪問するなどの方針となっている。 また、 訪問担
当者は、 教育委員会本課の指導主事が38府県 (80.9%) 、
教育事務所の指導主事が30府県 (63.8%) 、教育センター




1 校あたりの訪問件数は0 回または無回答が7 府県
(15.2%) 、0.5回以下が最も多く32府県 (69.6%) 、0.5回
より多く1 回以下が3府県 (6.5%)、 1 回より多く2 回
以下が 4府県 (8.7%) となっている。 また、 中学校1 
校あたりも0回または無回答が7府県 (15.2%)、0.5回
以下が最も多く30府県 (65.2%)、0.5回より多く1 回以








19府県 (40.4%)、教育事務所の指導主事が29府県 (61.7 
%) 、教育センターの指導主事が22府県 (46.8%) 、 その
他 3府県 (6.4%) となっている。 訪問担当者は、 教育
委員会本課の指導主事が24府県 (51.1 %) 、 教育事務所
の指導主事が30府県 (63.8%) 、 教育センターの指導主










り多く1 回以下が11府県 (24.4%)、 1 回より多く2 回
以下が 5府県 (11.1%)、 2 回より多く3 回以下が 7府
県 (15.6%)、3 回より多く4 回以下が2府県 (4.4%) 
となっている。 また、 中学校においても0回または無回
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答が3 府県 (6.7%) 、0.5回以下が最も多く16府県 (35.6 
%)、0.5回より多く1 回以下が12府県 (26.7%)、 1 回よ
り多く2 回以下が 7府県 (15.6%)、 2 回より多く3 回
以下が3 府県 (6.7%)、 3 回より多く4 回以下が4 府県
(8.9%) となっている。
また、 最近は、 教育センターが受講者を招集して行う




( 2 ) 国立教育政策研究所の調査結果からみた市区町村
教育委員会の状況















表 1 「人口規模別指導主事・ 充て指導主事、 社会教育主事・ 派遣
社会教育主事の配置状況 (市町村教育委員会・ 本務者) 」
区 分 青主事を置く 青委員会 
50 万 人 以 上 
30 万 人 以 上 50万 人 来 構 
10 万 人 以 上 30 万 人 未 構 
5 万 人 以 上 10 万 人 未満 
3 万 人 以 上 5 万 人 未 満 
1. 5 万人以 上 3 万 人 素
8 千 人以 上 1_ 5 万 人 来
5 千 人 以 上 8 千 人 来
5 千 人 'l: 全 部 教 青 事 基 組 合 - 部 教 書 事 務 組 合 共 同 設 置 数 青 委 員 会 
% 人 % 人 
1. 894 5「. 6 5. 1 50.8 1. 8 
33 100.0 36. 0 69. 7 4. 4 
61 100. 0 l6. 1 58. 8 2. 7 
200 98. 0 8. 0 61. 0 2. 4 
271 88. 9 4. l 50. 6 1. 0 
268 a0 2 2. 7 54. 9 1. 8 
320 54. 4 1. 5 50. 0 1. 7 
261 :a8. 7 1. 2 51. 0 1_ 5 
laO 28. 8 1. 1 53_ 1 1_ 4 
231 10.4 1. 0 49. 4 1. 3 
96 8.3 2. 6 9. 4 1. 2 
1 100.0 3.0 100.0 4. 0 
0 ll 2. lll 1;0_ 0 1 _ l、 
1 0考) 平成 1 9 年度総数 1, 93:2 52. 9 5. :2 50. 7 1. 9 
ア 計画訪問
教育課程、 学習指導に関する指導で計画訪問を行って






している教育委員会は72.1 % 、 所轄下の学校を数年に1 
度は訪問するようにしている教育委員会は12.5% となっ



































委員会が65.3 % で、 市区町村教育委員会が学校の要請に
応じて訪問する際の担当者は、 教育委員会、 教育研究所
等の指導主事が最も多く53.6% 、都道府県教育委員会、
教育事務所等の指導主事が27.4 % となっている。 
地方教育事務所の現状と展望


















「平成の合併」 により市町村数が3,232 (Hi t 3.31) か
ら1,727 (H22.3.31) となり、市町村人口、予算規模も大
きく なった。 しかし、 まだまだ指導主事の配置されてい
ない教育委員会、 配置されていても1 ~ 2 名の教育委員
会が多い。 そして、多くの都道府県には教育事務所が存
在し、 それぞれの地域の状況を踏まえた業務を展開して























表 2 B教育事務所出張用務の内訳 (2011年度) 
99 
出張の用務内容 回 数 割合 (%) 
計面訪問 (55校) 1 0 9 1 5 . 5 
研究指定校訪問( l2校) 1 8 2 . 6 
要請訪問 ( l6校) 1 4 4 2 0 . 5 
その他の学校訪問 1 1 4 1 6 . 2 
学校訪問以外の出張 3 1 8 4 5 . 2 
年間出張回数の合計 7 0 3 1 0 0・ 0 
表2 は、A県B教育事務所指導主事の 1 年間 (2011年
度) の出張の内訳をまとめたものである。 B教育事務所
管内には、市町教育委員会が10委員会、市町立小中学校
が110校あり、 学校教育担当の指導主事が8 名 (総括指
導主事 ・ 社会教育主事を除く) 配置されている。 この8 
名の指導主事の年間の出張回数は延べ703 回であった。 
また、管内の10市町教育委員会の全指導主事は50名 (社
会教育主事を除く) であるが、 うち2 教育委員会は指導
主事が 2 名配置、 1 教育委員会は 1 名配置となっている。
学校訪問としての出張が385回 (54.8%)、 学校訪問以







( 1 ) 計画訪問
B教育事務所では、 市町教育委員会指導主事と共に管
内小中学校110校を2 年に 1 回の割合で訪問している。 
各市町教育委員会は、教育事務所指導主事と合同でない







































( 2 ) 研究指定校
研究指定については、 文部科学省、 都道府県教育委員















表 2 のような大きな数字になる。 1 校あたりの年間訪問












































( 4 ) その他の学校訪問











( 1 ) 管内の教育力向上への対応
指導主事が学校訪問をすることの効果について、 国立
教育政策研究所の調査研究報告書 (2011) は結果をまと
めている。 指導主事等の訪問状況(訪問なし、 数年に1 
度、 学校が要請すれば訪問、年1 回以上) と学校の質の

















































































し、 新たな事業を創出していく ことで、 結果として地域
の教育力向上という職責を果たすことができると考える。 
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